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政策的視点、からみた「子育て支援」と
地域におけるその展開
岡崎祐司
〔抄錫〕
出生率の低下が続き、人口減社会への懸念が高まっている。政府・厚生省は子育て
支援=エンゼルプランを打ち出したが、その実効性は期待できない。なぜなら問題の
本質的背景である長時間労働、労働者の効率的活用に対する社会的規制を強化しない
からである。また、エンゼルプランは保育市場化と結びついているが、子育て支援と
は社会的規制と地域における子育て支援システムを内容としてもつものである。専門
的ケアと自律的な地域の子育て文化の形成が必要である。
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はじめに
出生率の低下は「少子社会」という新たな造語を生みだすとともに、社会保障のみならず今
後の日本経済と社会構造に大きな影響を与える問題として認識されつつある。 1998年の『厚生
白書JI1Iのテーマも「少子社会を考える」とされた。ここ数年、少子化対策とし「子育て支
援」が強調されているように、日本が子どもを産み育てるには障害の多い社会であることは、
政策的にも前提とされているようである。その対応策の中心はいわゆる「エンゼルプラン」で
あるが、その後も出生率は上昇する兆しはない。本稿では、政府・厚生省の打ち出している
「エンゼルプラン」がどのような性格と特徴をもつかを明らかにし、「子育て支援」政策は何
を含まねばならないのかを労働問題との関連から検討したうえで、「子育て支援」の対象とは
なにか、そして地域においてどのようにシステム化されるべきかをなど、「子育て支援」のあ
り方を追求しようとするものである。
1 .子育て支援施策の経過とエンゼルプラン
ごく一般的にいえば、「子育て支援」は就学前に限らず、子育てをしている家族・親への何
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図l 出生数と合計特殊出産率の推移
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(注)r合計特殊出生率」とは、 1人の女性が一生の問に生む平均子ども数である。
資料厚生省大臣官房統計情報部「人口動態統計」
出所)厚生省大臣官房政策課監修/人口問題審議会編『人口減社会、未来への責任と選択
一少子化をめぐる議論と人口問題審議会報告書』ぎょうせい、 1988年、 p.231
らかの社会的支援を意味するということになろう。そのように解するならば、昔から地域にお
けるインフォーマルな子育ての助け合いや保育システムは存在しており、子育てをしている親
にとって助けとなるあらゆる資源は「子育て支援」と総称できるかもしれない。
しかし、今日、話題となっている「子育て支援」はそうしたいつの時代にも、どこにでもあ
る子育ての助け合いをいうのではなく、ある特殊な社会状況を反映して打ち出された福祉政策
としての「子育て支援」である。特殊な社会状況とは出生率の低下であり、その政策的ねらい
は就学前の子どもをもっ家庭へ保育事業を中心とした「子育て支援」を展開することで、結果
として出生率を上昇させ人口数の維持あるいは人口構造の激変を緩和することにある。
もっとも、子育てに関する意識・価値観の変化、子育て困難の広がりなど子育てをしている
家庭の状況をふまえた子育てへの社会的援助の必要性についての認識、そして放任、虐待など
の児童問題の深刻化という児童福祉・保育現場からの問題提起も「子育て支援」を課題として
姐上に上らせる背景にある。こちらの議論の方が「子育て支援」をめぐる本来の中心的テーマ
である。しかし、福祉政策主体と資本の主要な関心は出生率の低下一人口減社会への危機感の
方にある(九そのことは、「子育て支援」政策の経過を握り返れば明らかである。
「子育て支援」政策策定の引き金となったのは、 1990年のいわゆる'1.57ショック」といわ
れる出生率の値である。図 1にみるように、合計特殊出生率は戦後の「第 1次ベビープーム」
(1947年~1949年)のあと急激に低下し始め、 1957年の2.04から緩やかな傾斜を描いて低下傾
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向にあり、すでに1975年以降は2.00を割り込んでいた。丙午の年を除きほぽ毎年、出生率の最
低値を更新していたのだが、 1990年6月9日に厚生省より発表された前年度の「人口動態統計
(概数)Jにおいて合計特殊出生率が、丙午であった1966年の1.58をも下回ることが明らかに
なったため、'1.57ショック」などと強調されることになった。その後の経過をまとめると以
下のようになる。
1990年8月 健やかに子供を生み育てる環境づくりに関する関係省庁連絡会議設置
1991年1月 同関係省庁連絡会議報告「健やかに子供を生み育てる環境づくりについて」
-1992年、 1993年に「健やかに子供を生み育てる環境づくりに関する施策の推
進状況と今後の方向」を報告。
1993年2月 保育問題検討会設置
1994年1月 保育問題検討会報告書保育所措置制度存続と保育所直接利用契約方式の両論
併記。
1994年4月 高齢社会福祉ビジョン懇談会報告書 '21世紀福祉ビジョン」一主要施策の今後
の進め方のひとつして、「今後子育てを社会的に支援していくための総合的な
計画(エンゼルプラン)を策定することもまた必要で、ある。」とする考えを盛
り込む。
1994年4月 エンゼ、ルプランプレリュード(厚生省)一児童手当勘定(厚生保健特別会計)
を財源に駅型保育モデル事業、乳児保育特別対策、時間延長保育サービスなど
を予算化。
1994年8月 厚生省「子育て支援のための総合計画(エンゼルプラン)案」
1994年12月 文部省、厚生省、労働省、建設省の 4大臣合意「今後の子育て支援のための施
策の基本的方向について(エンゼルプラン)J 予算措置はされず。
1994年12月 大蔵省、自治省、厚生省の 3大臣合意「当面の緊急保育対策等を推進するため
の基本的考え方(緊急保育対策5ヵ年事業)J一1995年度予算に第1年度分を
厚生保健特別会計に計上。しかし、 1997年予算から乳児保育などが一般会計に
振り分けられる。
1995年6月 地方児童育成計画策定指針(厚生省)を都道府県・政令指定都市に通知。
1996年3月 中央児童福祉審議会に基本問題部会を設置一児童福祉法の見直しに着手。
1996年12月 中央児童福祉審議会基本問題部会報告書「少子化にふさわしい保育システムに
ついて(中間報告)Jー「子育て支援型の社会の形成」や「保育所による地域
の子育て支援」を明記。
1997年6月 児童福祉法改定 (98年4月施行)
1997年10月 人口問題審議会報告書「少子化に関する基本的考え方について一人口減社会、
未来への責任と選択一」
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1998年6月 『平成10年版厚生白書少子社会を考える一子どもを生み育てることに
「夢」を持てる社会を 』
「子育て支援」を「エンゼルプランJ と呼んだ初めての政策文書は i21世紀福祉ビジョン」
であるが、 1994年の4省大臣合意からそのように広く使われるようになった。この合意は実際
には予算化されなかったため、その数日後に「エンゼルプラン」の内容の一部を施策としても
りこんだ「緊急保育対策5ヵ年事業」が決定され、マスコミなどではこれを「エンゼルプラ
ン」と呼んでいる経過がある。
政府・厚生省の「子育て支援」についての基本的スタンスを示すものは、「今後の子育て支
援のための施策の基本的方向について(エンゼルプラン)J (31 (以下、「エンゼルプランJ) であ
る。「エンゼルプラン」では、出生率の低下(1993年で1.46)が少子化を生み、このままでは
子どもの自主性や社会性が育ちにくく、社会保障に関する現役世代の負担が増大し、社会的活
力が低下するとの懸念から、子育てに喜びゃ楽しみを持ち安心して子どもを生み育てることが
できる「子育て支援社会」を形成することが必要だとしている。少子化の原因としては「晩婚
イ七」、「夫婦の出生力の低下」を、少子化の要因として「女性の職場進出と子育てと仕事の両立
の困難」、「育児の心理的、肉体的負担」、「住宅事情と出生動向」、「教育費等の子育てコストの
増大」をあげている。
「エンゼ、ルプラン」では基本的視点として、①子どもを持ちたいがもてない状況を解消し、
安心して子どもを生み育てることができるような環境を整備する、②家庭における子育てが基
本であるが、それを支えるためにあらゆる社会の構成メンバーが協力してゆくシステムを構築
する、③子どもの利益が最大限尊重されるよう配慮するの三つをあげ、その具体的政策項目と
していわゆる i5分野7重点施策J(41を提起している。 5分野とは、子育てと仕事の両立支援
の推進、家庭における子育て支援、子育てのための住宅及び生活環境の整備、ゆとりある教育
の実現と健全育成の推進、子育てコストの軽減であり、 7重点施策として仕事と育児との両立
のための雇用環境の整備、多様な保育サービスの充実、安心して子どもを生み育てることがで
きる母子保健医療体制の充実、住居及び生活環境の整備、ゆとりある学校教育の推進と学校外
活動・家庭教育の充実、子育てに伴なう経済的負担の軽減、子育て支援のための基盤整備があ
げられている。
このように、基本的には出生率の低下と少子化を問題視し、労働、教育、住環境と保育にか
かわる施策を網羅的にとりあげ、それらを展開することで出生率の低下を食い止めたいという
ものである。しかし、労働者にとって子どもを生み育てる判断を下す上で最大の問題となる労
働時間短縮、産前産後休業や育児休業とその聞の所得保障などについては、「環境の整備」や
「啓発指導」、「労使の自主的取り組みの促進」といった表現にみられるようにあくまで使用者
の対応にまかせる姿勢であり、それらについての社会的規制力を強化しようとせず、労働現場
における女性差別や母性保護、残業規制に実効性ある手立てをとろうとするものではない。
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「エンゼルプラン」の全ての項目について担当となる各省で明確に予算計上されたわけではな
く、いわば出生率低下と少子化問題についての政府としての政策項目の提示に止まるものであ
った。
「緊急保育対策5ヵ年事業J (表1)は「エンゼ、ルプラン」の施策のうち、緊急に対応を迫
られている「多様な保育サービス」の整備を中心に1999年までの各施策の整備目標を提示した
ものである。いいかえれば、「エンゼルプラン」の施策のうち、具体的に進展しているのは乳
児保育、延長保育などの保育事業にとどまっているといえる。
2 .出生率低下・少子化対策と保育所制度見直しの連動
「エンゼルプラン」の当初の政策項目は、全面的に展開されることなく経過しているが、
1996年3月の中央児童福祉審議会基本問題部会の設置は、「子育て支援」政策との関わりでは
どのようにみればよいのであろうか。結論を先取りして言えば、基本問題部会の設置により出
生率低下と少子化問題対策がにわかに保育所措置制度解体をもくろんだ児童福祉法見直しの議
論に結び付げられるようになるのである。
保育所措置制度は、運用上の問題(低い施設最低基準や保育時開設定、措置費の水準など)
はあったとはいえ、現実に国民の保育要求に応え安定的に質の高い保育事業を提供してきた。
これを批判し、直接入所契約方式への転換を打ち出す報告書提出を託された保育問題検討会は、
結局「公的保育制度を守れ」とする世論と保育運動との「力関係」から措置制度維持と直接入
所契約方式導入の両論併記の報告書提出で幕を閉じた。この経験から厚生省は、保育所措置制
度に焦点を絞った審議の進め方ではなく、出生率低下と少子化を全面に押し出し、児童福祉法
全体の改訂=児童福祉システム全体の見直しという大きな枠組みのなかで保育所措置制度につ
いて検討する方法に方針転換したと考えられる。
基本問題部会中間報告では、保育所制度改革つまり保育所措置制度解体の方向性を提示する
ことと併せて、保育所の子育て支援機能の強化を打ち出している。基本問題部会報告「少子社
会にふさわしい保育システム(中間報告)J (5) (以下、「中間報告J) では、「新しい時代にふさ
わしい、質の高い子育て環境づくりを目指した制度の再構築が急がれる」との認識を引き出す
うえで、まず「子育てをめぐる現状と今後の保育の方向」を提示している O それによれば、
「子育てをめぐる状況の変イ七」として、子どもの最善の利益の尊重、少子化のもたらす子ども
の成長への影響、夫婦共働き家庭の一般化、家庭や地域の子育て機能の低下をあげている(下
線は筆者)。さらに、「子育てに対する社会的支援の強イ七」において、「夫婦共働き家庭が一般
化し、多様な就労形態が見られる中で子育てと就労の両立を可能とし、また子育て家庭の負担
を軽減する観点から、子育てを社会全体で、システム、費用負担の両面から引き続き支援して
ゆくことが必要である。」とこれまでbの就労世帯の保育ニーズへの対応を確認した上で、「専業
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表 1
緊急保育対策 5ヵ年計画事業の整備目標(1994・12・18大蔵・厚生・自治 3大臣合意)
1 、低年齢児 (0~2 歳児)保育の促進
入所待機児童等、保育所への入所を希望しでも入所 45万人 60万人
できない低年齢児のすべてが入所できる水準まで確 (1994年度)→ (1999年度)
保する
2、延長保育
おおむね午後6時以降の保育を行う保育所を、都市
2，230ヵ所 7，000ヵ所部(東京23区及び人口30万人以上の市)の保育所2
ヵ所に 1ヵ所、その他の地域の 4ヵ所に Iヵ所で実
(1994年度)→ (1999年度)
施できる水準まで確保する
3、一時保育
緊急時や短期間の保育を行う保育所を、都市部(東
450ヵ所 3，000ヵ所
京23区及び人口30万人以上の市)の保育所4ヵ所に
(1994年度)→ (1999年度)
1ヵ所、その他の地域の保育所の10ヵ所に 1ヵ所で
実施できる水準まで確保する
4、乳幼児健康支援デイサ」ピス事業
病気回復期の乳幼児の保育を行うデイサービス事業 30ヵ所 500ヵ所
を、人口10万人以上の都市に、人口10万人当たり 1 (1994年度)→ (1999年度)
ヵ所実施できる水準まで確保する
5、放課後児童クラプ
小学校低学年の児童のうち、昼間親が不在等の理由
4，520ヵ所 9，000ヵ所で放課後児童クラブの利用が必要な児童(全国で対
(1994年度)→ (1999年度)
象年齢児童のおおむね1割弱)のすべてが利用でき
る水準まで確保する
6、多機能化保育所の整備
新しく立て替えられる保育所等について、乳幼児・ 1994年度から1999年度までの
子育てサークル支援等の多様なニーズに対応できる 5年間で1，500ヵ所
ょう施設・設備を整備する
7、地域子育て支援センター
地域の子育てネットワークの中核として、育児相談
236ヵ所 3，000ヵ所
-育児サークル支援等を行うセンターを、保育所等
(1994年度)→ (1999年度)
に併設することにより、各市町村に 1ヵ所設置でき
る水準まで確保する。
(作成、筆者)
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主婦家庭を含め、子育て不安を抱え孤立している親に対する支援など、幅広く子育て家庭全体
への支援を強化すべきであるりとし、「子育て支援」が就労世帯だけではなく、より広い対象
をもつものと位置付けている。
保育所の今後のあり方については、「保育内容の情報提供と利用者が選択できる保育所・保
育サービス」、乳児保育、保育時間延長、一時保育、障害児保育、病後児の保育などの「保育
所における多様なサービスの甚充」、「保育所による地域の子育て支援」、「保育所サービスの質
の確保と運営の弾力化」を提起し、保育費用については一定の保育時間帯にのみ公費を投入す
る方式や、一定の時間の長さだけに公費を投入する方式、パウチャ一方式(利用券方式)をあ
げ、措置制度解体へより踏み込んだ提起を行っていた。
ここでは、「中間報告」の全面的検討が課題ではないので、「子育て支援」に絞ってその議論
の特徴をみておく(九まず、「共働き家庭の一般イ七」というのはこれまでにない表現であり、
女性の労働力化を前提に今後の福祉政策を組み立てねばならないことを示したものとして注目
される。出生率低下の原因を女性の高学歴化や社会進出に求め、女性が家庭に帰ることで出生
率を引き上げようという幻想にもとづいた'1.57ショック」当時の議論よりは、現実的である。
ただしこれは、女子保護規定の撤廃や、裁量労働性の導入、派遣労働の規制緩和など経済界の
新たな労働力政策に対応した表現であり、保育政策と労働政策の連動を示すものなのである。
「共働き家庭の一般イ七」がみられるので「多様な保育ニーズ・多様な保育サービス」が必要
とする説明は肯首できるのだろうか。確かに雇用形態や労働時聞は以前より変化しているが、
「共働き家庭が一般イ七」しているとすならば、乳児保育、保育時間延長、一時保育、障害児保
育、病後児の保育ニーズは、共働き家庭にとって多様な保育ニーズというよりごく基本的な保
育ニーズである。もし雇用形態や労働時間などが多様化しているとすれば、切実な保育要求は
乳児保育、保育時間延長、一時保育にほぼ焦点化されるといってよい。それらは保育所措置制
度の枠組みにおいて施設最低基準の改善、措置費の改善を通して実現可能な政策課題である。
「中間報告」では、これらをあえて「多様」と特徴付けることで、公的責任の枠組みから乳
児保育、保育時間延長、一時保育をはずすことをねらったものである。このことは、保育費用
のあり方に関して時間帯設定による方式を提言していることからも伺えるo つまり「基本的ニ
ーズ」に対応する部分(時間帯、一定の時間の長さ)は公的責任で一定の費用負担を行うが、
それ以外の「多様なニーズ」については、親の自己負担部分として設定するという論理である。
保育時間帯にかかわりなく一定の保育時間の長さを公費投入部分とする考え方を盛り込んでい
るのは、裁量労働制の導入により親の労働時聞が資本によってフレキシブノレに動かすことがで
きる状態を先取りした提言なのである。
また「中間報告」は、保育制度の見直しを示唆してはいるが、具体的に措置制度を廃止すべ
きとの記述はしていない。つまり、これをもってして保育所措置制を廃止する結論にはとうて
い至らないのであるが、厚生省はこの「中間報告」を受けて児童福祉法改訂に着手した。いわ
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ゆる「保育の実施」への改訂である(九筆者は今回の児童福祉法改訂によって措置制度の根幹
つまり市町村が保育ニーズをもっ子どもに保育事業を提供し、子どもの発達と親の就労保障を
公的責任で行う枠組みそのものは形式的には解体していないと考えるが、直接入所契約方式
保育費用の一部を公的に負担するシステム導入への呼び水的性格をもつものと考える。つまり
営利も含めた多様な保育サービスを育成し保育市場を形成するまえに、まず保育サービスの選
択制を明確にし公的責任の範囲を限定的にしておく必要性があったことと、一気阿成の保育所
措置制度の解体は困難なことから、今回の「保育の実施」という形の法改訂にまず、至ったので
ある。それは公的保育制度の根幹は何ら変わっていないにもかかわらず、大幅な改定が行われ
抜本的な制度改革に至ったといわんばかりの厚生省の説明ゃへ延長保育を自主事業化(1998
年4月から保育所が自主的に取り組む事業、付加的なサービスと位置付け保育所措置制度の枠
組みから外している)として実施したこと、保育料の負担区分を均一化をめざして簡素化して
いることからも伺える。
「中間報告」では、「保育所が地域における子育ての専門的なセンター的機能を幅広く担え
るような方向をめざすことが必要」とするが、「子育て支援」を公共的な視点でどう構築して
行くかというより、保育自由化の政策潮流が強まる中で保育所経営の生き残り戦略の一環とし
て「子育て支援」が位置付けられる傾向が強まっているといえる。
3 .女性労働者の状態と「子育て支援」政策
3. 1 ，-子育て支援」政策に欠けている視点一女性労働者の実態
このように政府・厚生省の「子育て支援」政策は、出生率低下・少子化問題対策が中心命題
であり、保育自由化の潮流の中で保育所経営戦略の一環として保育サービスを位置づけている。
しかし、合計特殊出生率低下傾向は止まるどころか、 1997年には1.39にまで落ち込んでいる。
子どもを生み育てるという各家庭と女性の判断に依拠した問題について、保育サービスの量的
拡大策を公表したからといって直に「成果」があらわれるとは考えにくいが、「エンゼルプラ
ン」や「緊急保育対策5ヵ年事業」が今後継続されたとして、出生率低下に歯止めがかかるの
だろうか。「エンゼルプラン」は「多様な保育サービス」メニューを提示するだけで、基本的
に子どもを産み育てる責任を女性に帰着させている今日の社会構造を問わず、またその転換を
提示していないのである。つまり、福祉政策だけでなく出生率低下・少子化問題にかかわる社
会政策全体の実効性や基本的方向を問う、という問題設定が必要なのではないだろうか(九
というのも、政府・厚生省の政策には、出生率低下・少子化の背景にある問題、いまこれを
「子育て困難問題」というとすれば、その問題の性質やその基礎にある労働者階級の状態悪化、
地域の解体についての分析はほとんどなく、問題の社会性を明らかにできていないからである。
出生率低下の要因を晩婚化や生涯未婚率の上昇、育児負担感の増大、仕事との両立の困難や個
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人の価値観など現象的分
析に止め、それらをもた
らしている物質的基盤に
ついてはメスをいれず、
「子育て困難問題」自身
がほとんど議論の対象と
はなっていない。
まず問わねばならない
のは、 2000万人を超えた
といわれている子どもを
産む性である女性労働者
を中心とした労働者階級
の状態、とくに労働時間
と雇用形態をめぐる実態
をどうみるかである。第
二に、地域社会に焦点を
おいて「子育て困難問
題」がどのように現われ
ているかである。これら
は「子育て支援」の対象
にかかわる分析であり、
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図2 女性労働率の推移
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(備考) 1.総務庁「国税調査」により作成。
2. 1910年及び15年については、昭和田年国勢調査モノグラフシリーズN04
「人口の就業状態と産業構成」により作成。
3.労働力率は、(労働力人口二15歳以上人口) X100による。ただし、 40年以前
は、有業者を労働力人口として扱う。また、 50年は、 14歳以上人口を15歳以上
人口として扱う。
4. 20歳から59歳までの女性労働力率は、 1950年が10%抽出統計、 55年から65年
は、 1%抽出統計、 70年は、 20%抽出統計による。
5. 50年から70年の数値は沖縄県等を含まない。
出所)経済企画庁編『国民生活白曹(平成9年版) 働く女性新しい社会システムを求
めて』大蔵省印刷局、 1997年、 p.5
政策と実践の展開の方向を定める基礎的作業である。
r平成9年版国民生活白書Ju@は、「働く女性一新しい社会システムを求めて」というタイト
ルをつけている O まずそれをてがかりに、女性労働者の実態をみておきたい。図 2は女性労働
力率の変化であるが、 20歳から59歳の女性労働力率は1995年には65%に達している。女性の雇
用者比率をみると、戦後の産業構造の変化に伴なって雇用者の比率が高まっているo 女性労働
者の場合、いわゆるパートタイマー労働が男性より多いのが特徴であるが、図 3は未婚・既婚
の労働力率とパートタイマー(短時間労働者)の割合を示したものであり、 1970年には1割強
であったものが、 1995年には3割を超えている。戦後、職業安定法により禁止されていた企業
による労働者供給事業と労働基準法が禁止してきた中間搾取が労働者派遣法(1985年)により
解禁されて以降、不安定就労ともいえる派遣労働者の比率が高まっていることも背景として見
ておかねばならない。ところで男女の賃金格差はどうなっているのだろうか。図 4は年代別の
男女賃金格差について男性を100 として比較したものであるが、 20歳代では80%~90%の水準
にあるものの、年齢が高くなるにしたがって格差は拡大し年齢計では1980年以降に大幅な改善
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図3 配偶関係別の女性労働率と短時間雇用者の割合
(備考)1.総務庁「労働力調査J により作成
2.短時間雇用者とは、調査対象週において、就業時聞が35時間未満であったものをいう(季節的、
不規則的雇用を含む)。
3.既婚は、有配偶と死別・離別の女性を合わせたものである。
出所)図2に同じ。 p.15
の傾向にはない。
家庭での女性と男性の家事分担のデータをみてみよう。図 5は働いている女性と男性の家事
時間の比較である。男性は平日で20分程度、土曜日でも 1時間を超えることはないが、女性は
毎日 3時間以上の家事をとなさなければならない。図 6は夫の家事負担の国際比較であるが、
日本は「子どもの勉強の指導」がやや高い程度でヨーロッパ諸国と比べるとほとんどみるべき
ものがない。図 7は理想の数の子どもが持てない理由であるが、仕事を持つ女性では仕事との
両立困難、昇進への影響が目立ち、仕事をしていない女性では住宅事情と経済的問題をあげて
いるのが目立つ。このように『国民生活白書』は、主に男性と比較対照された女性労働者につ
いて、就業比率も就業者数も増加しているが、不安定雇用が多く男性より低賃金におかれ、な
おかつ家庭での家事分担が不平等であり、理想、の子ども数をもつことを蹄膳する状況があると
している。
3. 2. 資本による女性労働者の活用と管理
しかし、これだけで出生率低下の原因や子育て困難の実態がつかめたわけではない。とくに、
女性のパートタイマー比率が高いのはなぜか、また理想の数の子どもが持てない理由における
仕事との両立困難や昇進への影響が何を意味するかについては、資本とのかかわりつまり労働
者管理と活用の視点からみて、女性労働者がどのような状況におかれ、また労働者全体の状態
はどうなっているかをみておく必要があろう。
日本の女性の就業を年齢別の労働力率でみると、 20歳から30歳にかけて20%程度低下し、 30
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図4 年齢別の男女間賃金格差の推移
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(備考)1.労働省「賃金構造基本統計調査」により作成
2.同年代の男性の賃金に対する女性の賃金の比率。
3.算定に用いた賃金は、所定内給与額を所定内実労働時間で除したものである。
4. 1970年の r40~44歳」の値は r40~49歳」、 r50~54歳」の値は r50~59歳」の債を用いている。
出所)図2に同じo p.39 
図5 男性と女性の家事時間
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(備考) 1. NHK放送文化研究所「国民生活時間調査J による。
2.女性有職者の95年のデータは調査方法が異なるため、直接比較はできない。
出所)図2に同じ。 p.84
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図6 夫の家事負担の国際比較
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(備考) 1.東京都「女性問題に関する園際比較調査J (1993年)により作成。
2.妻の割合に対する夫の割合の比率を示したものである。
3.上記調査の回答者は、日本は20歳以上の男女、日本以外の 7ヵ国については、 20歳以上の女性。
回答者数は、日本3，524(うち女性1，971)人、韓国1，000人、アメリカ1，016人、イギリス1，064
人、フランス1，041人、ドイツ1，041人、スウェーデン1，013人。
出所)図 2に同じ。 p.85
図7 女性が理想の数だけ子どもを持てない理由
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(備考)1.住友生命総合研究所「女性の就業と出産・育児の両立に関する意識調査J (1991年)により作
成。
2. 回答者は、従業員500人以上に勤務する20~44歳の従業員(ブルタイム)及び非勤労者。各分
類と回答者数は、有子勤労女性・配偶者368組、無子勤労女性・配偶者404組、未婚女性567人、
有子非勤労女性・配偶者382組。
3. r現実に生涯で持つ子どもの数」が「生涯でほしい理想的な子どもの数」よりも少ないと答え
た妻を対象としている。
出所)図2に同じ。 p.95
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歳以降に逆に上昇し40歳代でふたたび高い山を描くという 'M字型就労」の特徴をもつことは
広く知られている。一般的には結婚や出産により退職し、育児の時期を終え子どもに手がかか
らなくなる時期に再び職につく傾向と説明されている。しかし、資本と労働者の関係を看過し
'M字型就労」の成立を説明するわけにはいかない。 'M字型就労」は高度成長期において、
企業が20歳代の女性には結婚・出産退職制、女性だけの若年定年制を導入したり、退職への圧
力を強め、短期勤続を理由として低賃金労働力としての活用をはかる一方で、産業構造の変化
や技術革新の進展にともなう生産ラインの機械化自動化、事務部門・サービス部門の比重増大
などの変化を脱み、いったん家庭に戻った女性を労働市場にパートタイム労働つまり低賃金労
働力として引き出す積極的労働力政策を展開した結果、形成されたものであるω。こうした労
働者の性別管理と性別雇用構造が、 'M字」という特徴的な鰻を描くことになったわけである。
1970年代のオイルショックとその後の減量経営、 1980年代の以降の低成長期、そしてパプ、ル
経済崩壊後の構造的不況のなかでは国際競争の激化に備えた「日本的経営」の本格的再編の時
期を迎え、資本は労働者管理と活用の形態の大幅な組み換えを進めてきている。そのなかで、
1986年4月は男女雇用機会均等法(1985年制定)とセットにされた労働基準法における女子保
護規定の緩和(改定と縮小)、さらに労働者派遣事業法の施行がなされ、女性労働者の権利を
めぐるひとつの区切りの時であった。それ以後の女性労働者の状態について桜井絹江氏は、
「女性労働者の雇用構造の変イ七」として次の四つの点を指摘している問。すなわち、第ーに女
性労働者の増大をはるかに上回る勢いで非正社員化が進み、女性労働者の 4割に達しているこ
と、第二に大企業の女性正社員は著しく減少し派遣ノfー ト労働者が増大、正社員の賃金も低下
していること、第三に女'性労働者の雇用形態がパート、派遣、契約社員、アルバイトなど多様
化・流動化し、仕事の内容、労働時間、契約期間も多様化、高度な専門的仕事まで非正規社員
化され、非正規社員の労働条件の下降傾向が目立つこと、第三に、女性労働者の完全失業者数
と失業率は比較可能な1953年の調査以来最高水準に達し、若年女性で高いことであるω。
一方で、男女雇用機会均等法以降ひろがってきたコース別人事管理では、一応「総合職」、
「一般職」の選択は形式的には男女平等である。しかし、男性と同等に評価され働きつづけた
いとする「総合職」の選択では、転勤、単身赴任を覚悟しなければならない。能力主義賃金
(職能給)と人事考課がセットで導入されており、労働者側の意見を踏まえ正当で客観的な能
力評価を担保するシステムとなっていないので、企業への忠誠や貢献を中心に属人的評価がな
され、労働者間の競争を激化させ効率的な労働者管理方法とつながっている。これは女性労働
者が、労働者としてほぽ無権利状態におかれているといってもよい男性労働者との徹底した能
力主義的競争の枠組みにはめ込まれ、過密労働を強いられることを意味している。つまるとこ
ろ、「資本の蓄積のために、短期間に女性の健康を奪いつくすまで過酷な労働を女性労働者に
強いてきた」ωのである。こうした実態が背景にあるため、先にみたように理想の子ども数を
持てない理由として(図7)、仕事との両立が困難や昇進にマイナスという回答が出てくるの
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である。
3. 3 財界の21世紀労働戦略と女性労働者
90年代の構造的不況の深刻化とともに、労働時間の変化が著しいものになっている。労働時
間のあり方は、生活時間の構造に影響を与え、出産・子育ての問題に直結する。労働時間の変
化とは、①労働時間の増加傾向、②有給休暇を含めた休暇取得率の低下、③労働時間規制の弾
力化により、変形労働時間、裁量労働、深夜労働などがふえ、生活リズムと生活時聞を無視し
た労働が進んでいることであるω。
先に女性労働者の状態で述べた非正規労働者の増大は、ほとんどの事業所で進んでいる。不
況の深刻化のなかでいわゆる「リストラ」が進み正規の労働者が減らされているが、もともと
人件費抑制が主な狙いであり、職場の人員自体が過剰であったためではないので、「リスト
ラ」後に労働者一人あたりの業務量が増大しており、パートタイマーや派遣労働者などの非正
規雇用でそれを補う形になっている。そのため年間労働時聞が、減るどころか若干増加の兆し
にある。表2にみるように、全体では年間総労働時聞は前年より増えており、また業種によっ
ては前年より所定内・所定外とも増加している。これには、いわゆるサービス残業や「風呂敷
残業」は含まれていないので実際には統計上みえてこない未払い労働の存在も含めて考えれば、
不況化での人員削減で労働密度は高まり、所定内・所定外労働時間とも増加している。
労働時間の弾力化は、家族生活や個人の自由時間に直接的影響を及ぽす。労働基準法第32条
には所定労働時聞を 1週40時間、 1日8時間としているが、 1988年4月以降一定期間所定労働
時聞を収めれば、多様な形態の変形労働時間制が認められるようになった。これが、 1ヶ月単
位、 3ヶ月単位、 1年単位の変形労働時間制やフレックスタイム制である。表3にみるように
変形労働時間制は、多くの企業で導入が進み、 1996年では全体の40%で導入され、特に 1ヶ月
単位のもの、 1000人規模以上の企業ではフレックスタイム制の導入が多くなっている。これら
はいわば長時間・不規則労働を常態化し、労働者の健康と家族生活に大きな影響を与えるだけ
ではなく、企業にとっては時間外労働への手当の支払いを免除することにつながる。
また裁量労働制は1987年の労働基準法改定により認められ、対象業務は1993年以降「労働大
臣の告示」によって指定されることになった。裁量労働制は業務の目標設定が労働者自身に与
えられない限り、賃金と労働時間の関係をあいまいにするだけでなく、能力給と結びつき労働
強化と賃金抑制の機能をもち、労働者に際限のない長時間労働を強いることになる。
このように1990年代の労働者管理と活用の特徴は、不況のもとでの総額賃金抑制のために労
働者聞の競争激化と選別的管理を強め、労働力の流動化を促進しつつ、企業戦略に沿って「柔
軟」に必要労働者数を確保し、働かせたい労働時間に合わせて労働者を活用するところにある。
そして、女性労働者も女子保護規定の撤廃と抱き合わせの機会均等の形式的保障により、男性
並活用を効率的に進める対象として位置付けられてきたのである。
川口和子氏は国際的大競争時代に対応する経済界の21世紀の労働戦略を次のように指摘して
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表2 年間労働時間(1996年) (単位:時間、日)いる。G'(D雇用形態の多様
化による大量の不安定雇用
化(日本経営者団体連盟
産業 年間総実 年間所定内 年間所定外 年間出動日
労働時隔間五 労働時隔間雇 労働時隔間雇 数両手五
(日経連)が1994年にだし
た『新時代に日本的経営』
では常用雇用者を重層化し、
長期蓄積活用型グループ、
高度専門能力活用型グルー
プ、効用柔軟型グループに
使い分けることを提起して
いる)とそれに対応した労
働基準法の改定(女子保護
規定の撤廃、有期雇用の雇
用期間の延長)、労働者派
遣法の改定(派遣労働対象
の拡大)、職業安定法の改
定、最低賃金法の改定、②
調査産業計 1，919 
500人以上 1，913 
100~499人 1，908 
30~ 99人 1，928 
一般 2，016 
ノfー ト(参考) 1，177 
5~29人 1，919 
5人以上計 1，919 
鉱業 2，185 
建設業 2，080 
製造業 1，990 
電気・ガス・水 1，886 
道・熱供給業
運輸・通信業 2，060 
卸売・小売業・ 1，801 
飲食底
金融・保険業 1，805 
不動産業 1，864 
サー ビス業 1，828 
(注1)事業所規模30人以上。
10 1、774
1 1、741
4 1、762
16 l、795
12 1、855
3 1、151
5 1、826
9 1、796
42 1、943
15 1、914
23 1、812
l4 1、739
29 1、826
39 l、720
。l、700
6 1、744
8 1、718
能力・業績主義による競争 2 )数値は、年平均月間値を12倍したもの。
2 145 8 240.0 
10 172 11 231. 6 
1 146 4 238.8 
7 l33 9 244.8 
2 161 10 244.8 
3 26 1 206.4 
2 92 6 249.6 
1 122 7 244.8 
11 242 32 259.2 
2 166 12 252.0 
5 178 18 238.8 
8 148 4 230.4 
23 234 6 248.4 
30 82 10 243.6 
8 104 7 232.8 
9 120 4 241. 2 
9 109 。236.4 
3 )所定外労働時間は、総実労働時聞から所定内労働時間を引いて求めた。
原理の徹底、③女性労働者 資料:労働省「毎月勤労統計調査」
の活用と機会均等処遇を重 出所)r労働運動臨時増刊・デー タで読む日本の労働・経済(1998年版)J新日本出版
社、 1997年、 p.77
視し、性別による一括管理
0.0 
1.2 
1.2 
1.2 
1.2 
1.2 
0.0 
1.2 
1.2 
1.2 
1.2 
0.0 
2.4 
2.4 
1.2 
0.01 
0.0 
から能力主義の個別管理の転換と、雇用形態の多様化による不安定・低賃金労働力としての企
業戦士としての女性の活用の四つである。
1998年 9月25日成立の労働基準法改定では、裁量労働制を事実上ホワイトカラーにも拡大し、
3ヶ月単位以上の変形労働時間制の変形期間を 1日10時間・週52時間とし、時間外、深夜、休
日労働については労働大臣が上限基準を示すとし、 3年を上限とする有期雇用を新設した。川
口氏の指摘のとおりの労働規制の大幅な緩和である。 1日は24時間しか与えられていないので
あり、労働者とその家族にとって労働時間の長さとその時間帯は、生活時間の長さと密度を規
定する。出産・子育てという生活時間内でしか実現し得ない人間的営みを人々に保障するには、
労働時間の制限が先決条件である。余裕のある安定した出産・子育ての基礎には生活時間の確
保、すなわち睡眠・食事などの生理的時間の確保、家族や地域間のコミュニケーション、家事
労働、学習、余暇活動など人間らしさを回復する生活時聞が必要である。そのためには、実効
性のある労働時間規制が条件となる。また、賃金、雇用を保障する労働現場への社会的規制力
の強化も必要である。しかし、「子育て支援」が打ち出されて以降の労働時間規制は強化され
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表3 変形労働時間制採用の有無・種別企業数の割合(単位:%) 
変形労働時間 変形労働時間
企業規模・年 合計 を採用してい 1年単位の変 1ヵ月単位の変 フレックスタ を採用してい
る企業 形労働時間制 形労働時間制 イム制 ない企業
1988年 100.0 
27.0 4 
0.1 6.0 
304..8 9 6 3 
93.0 
i入E¥ 業 93 100.0 1.6 22.7 72.6 
規模計
94 100.0 31. 3 7.6 21. 2 68.7 
95 100.0 30.1 8.7 18.3 69.9 
96 100.0 40.5 15.1 22.4 4.8 59.5 
1988年 100.0 24.1 1.0 18.3 6.2 75.9 
1，000人 93 
lo0o0. -• 0 56846..4 7 7 
2.7 33.5 34.2 41. 6 
以 上
94 1  14.9 34.3 334.3 9 33503..3  9 95 100.0 164. 3 34.5 
96 100.0 69.1 16.8 34.3 38.4 
1988年 100.0 
334178508 7 4 4 1 
0.4 10.0 1.3 
86928.2 3 6 100~ 93 100.0 2.4 22.6 6.8 
94 100.0 11.4 21. 3 6.5 
999人 95 100.0 12.7 20.8 7.4 61. 6 
96 100.0 17.2 22.7 9.0 54.9 
1988年
1ω0ω 。仏0 0 2457..6 0 7 
4.0 0.4 95.4 
30~ 93 100.0 1.3 22.4 1.6 75.0 
99人
94 100.0 5.8 20.7 1.4 72.3 
95 100.0 257. 4 6.8 16.8 1.9 74.6 
96 Lー 100.0 37.6 14.1 21. 9 1.9 62.4 
(注1)全部または一部の労働者に変形労働時間制を適用している企業の割合。
2)変形労働時間制の種類は主な形態のみ。
3) 1993年以前の数値は r3ヵ月単位の変形労働時間制」の数値。
資料:労働省「賃金労働時間制度等総合調査」各年12月
出所)表2に同じ。 p.80
るどころか、いっそうの労働強化と競争の激化をと平行してますます緩和されつつある。これ
は明らかに出生率低下を推し進める作用しかもたない。
厚生省が親の長期雇用を前提とした保育所措置制度を解体し、フレキシプルに保育所を利用
できる直接入所契約方式に転換しようともくろむのは、こうした労働政策の規制緩和と労働力
流動化の進展を腕んで、それに対応したシステムに再構築しようとしているからである。延長
時間保育や一時保育が多様な保育サービスとして位置付けられているのも、労働時聞が一定し
ない就労状況、あるいは不安定就労におかれ働く日が必ずしも一定しない雇用形態が今後増大
することを脱んでの対応である。つまり、労働政策の動向とのかかわりでいうならば「エンゼ、
ルプラン」に代表される「子育て支援」政策は、出生率低下の本質的原因となっている労働条
件問題に抜本的規制力を発揮する方向ではなく、出生率低下の本質的原因となっている経済界
の21世紀労働戦略の進展を前提に、それに対応した働き方をする労働者家族を想定した「多様
な保育サービス」を量的に確保することをねらったものである。この方向では出生率低下・少
子化対策としての有効性は、まず期待できないのである。
4. r子育て困難問題」と地域福祉としてのその展開
こうした、女性労働者を含めた労働時間の弾力化、雇用形態の不安定化、能力主義的競争の
強化は、「仕事と子育ての分裂」仰を夫婦共働き世帯のみならず、片働き世帯、単親世帯を含め
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た子育て世帯全体に拡げ、子育てそのものの困難の深化をもたらしている。「子育て支援」が
必要とされるもうひとつの側面は、「子育て困難問題」そのものへの対応、の必要性にある。
子育ては、家族だけが担う私事的なものととらえられやすい。確かに近代社会において親の
子どもに対する扶養義務が法文に明記され、その面では子育ては親の責任に拠るところが大き
い。しかし、社会的生産力の発展にともなって要求される労働者としての能力水準、人権思想
と民主主義の発展にともなって要求される社会的規範や社会的ルールの獲得、そして社会の主
人公にふさわしい豊かな人格の形成といった社会発展の段階に応じた子どもの人間形成の必要
性は、子育てそのものを親責任に解消し得ない水準にまで高めるものである。
資本主義における労働力の商品化と労働者家族の形成は、それ以前の子育てのあり方に新た
な要素を持ち込んだ。生産手段から人々を引き離したことで、家族は旧来の地域共同体の規制
にしばられた、土地や財産、身分の継承単位から開放され、個人の人格的結合と愛情によって
のみ家族を形成する可能性を与えられた。それは、将来「家を継ぐ」能力をもった人聞を形成
する子育てから、人格的に自由で社会を担うひとりの人聞を形成する子育てへの転化でもあっ
た。しかし、それはあくまで民主主義的な子育ての可能性が与えられたのであって、その実現
には一定の社会的条件が必要である。つまり、地域共同体の解体に伴ない地域の子育て文化や
生活の共同性が衰退することにより、家族が地域で生活するうえで社会的共同消費を必要とす
るようになり、また共同体のなかにあった子育ての機能を集団の財政力に依存させて制度化し
子育ての専門的担い手を地域で求めるようになったのである。具体的には公的保育制度の整備
と保育専門職の社会的養成である。こうした視点でいえば、子育て支援は公的保育制度の拡充
の延長線上に位置するものである。
資本主義における労働者家族の形成は同時に、子育て困難の基盤も広げる。ひとつは、地域
の共同性にもとづく社会的諸関係が希薄となるため、子育ての社会性は高まっているにもかか
わらず、家族の独立性と裏腹な関係で家族の孤立や私事化が強まり、子育てにおける人間関係
の希薄化や孤立化が進むことである。さらに、社会生活のあらゆる商品化の進展がよりいっそ
う子育ての弧立化を進めることである。子育てに関する潜在的要求やニーズに対して、商品化
を軸とした情報の氾濫と欲求刺激は、消費による一時凌ぎの問題解消の幻想、をひろげ、本来の
子育ての社会的性格と地域的文化性を隠蔽ししたまま、子育てを消費に一面化する危険性をは
らんでいる。いわば、商品化の浸透は子育てが市場に絡みとられる過程といってもよいであろ
フ。
さらに、企業中心社会の形成とその競争主義的再編が強力に進められる過程で、能力主義評
価を挺子とした会社従属の労働と生活を男性が強いられ、共働きか否かを問わず固定的性別役
割をいっそう家庭内に固着させる。それは、女性の子育てへのストレスを増大させ、孤立型子
育ての不安定性はいっそう高まる。いわば、商品化の浸透、企業社会の再編を軸とした生活に
おける独占資本による支配力の増大あるいは資本による他律的拘束力の強化が、子育て困難問
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題の土台にある。子育て困難には、広く子育て世代の家族がとられているこうした弧立型子育
ての問題と、とくに生活基盤の脆弱な階層に表れている子育ての力量未形成の問題がある叱
例えば、もともと生活基盤が脆弱ななかで育ち義務教育過程において十分な学力が保障されず、
10歳代後半か20歳代前半で不安定就業におおかれ、社会的生活能力が未発達のまま労働市場に
投げ出され、若くして子どもを産むが父母が父母として役割をはたせずにいるケースである。
生活の見通しが不透明な中で子育てに直面しでも親としての力を発揮できず、健康管理ができ
ず子どもの生活リズムを乱し、放任や暴力にいたっているケースもある。こうした問題は「生
活困難層における子育て困難問題」といえるが、これは親責任に解消できる問題ではなく、適
切な専門的相談援助、就労の保障も含めた経済保障、生活管理能力を含めた生活基盤形成を必
要とする問題である。そして、「生活困難層」での問題はその表れ方は違っても、労働者家族
全体がとらえられている「子育て困難問題」と同じ土台をもつのである。
したがって、「子育て支援」の内容には、子育ての新たな民主的共同の構築、自律的な子育
て文化の形成、それを担う親の発達の保障、そして「子育て困難問題」に迅速かつ適切に対応
する専門職員と児童福祉サービスのネットワーク形成が必要となる。「子育て困難問題」は地
域社会で発生するのであり、子どもの生活圏からみて「子育て支援」は地域において具体的に
展開されなければならない。つまり「子育て支援」の地域システム化である。いま、その視点
を整理すれば次のようになる倒。
(1)子育て世帯の安定した生活基盤の確立、住宅の確保と生活時間の確保 つまり労働時
間規制の強化
( 2 )遊び場を含めた地域の子育て環境の整備と育ち合える子育て文化の発展、その拠点の
整備
( 3 )地域の生活圏を配慮した保育所、児童福祉施設、保健所、児童相談所、医療機関など
の専門機関の整備と専門的サービスの提供
( 4 )地域あるいは市町村単位での専門的サービスのネットワーク形成一福祉問題の系統的
援助を可能とする問題発見から、適切な援助までをふくめたシステムや保健、医療、福
祉、教育(学校、図書館など)といった子どもにかかわる機関や職員の情報交流
( 5 )上記の専門的ネットワークの基盤となり地域の子育て文化を形成する地域子育て協議
会や子育てサークルの活性化と、保育や子育てに関する知識や情報を提供し相談にのる
ボランティアとしての子育てへルパーの養成
これらが住民主体で専門家との協議を踏まえて地方自治体の責任でつくられなければならな
いであろう。地域福祉の固有の視点とは専門的ケアの整備と地域住民の生活に関する共同の力
量形成を結びつけることにより、地域の生活基盤を確保し住民の福祉を高めることにある。本
来の「子育て支援」とは、短絡的市場主義者の手垢にまみれた「保育ピックパン」などといっ
た言葉で象徴される「保育所生き残り策」ではない。地域の「子育て困難問題」に真撃に向き
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合い、子どもの権利と親の権利を保障するために専門的ケアと住民共同活動をシステム化し、
地域社会を創る社会的取り組みである。労働者の側からいえば子育ての権利と文化を創る活動
であり、それを保障する政策である。
この視点を現実の政策と地域の取り組みに貫くことが、「子育て支援」の政策と活動にとっ
ての焦眉の課題である。
おわりに
出生率低下・少子化に対する政府・厚生省の姿勢は、「エンゼルプラン」や労働基準法改定
にみられるように、長時間労働や労働者の効率的活用に対する規制を緩和し、それに適合的な
保育サービス供給をするものである。また、「エンゼ、ルプラン」は公的保育の解体、保育の自
由化の政策潮流に結合し、保育サービスを保育所生き残り戦略の一環として位置付け、「子育
て支援」の取り組みを本来の意味から歪める可能性が高い。このまま、「エンゼ、ノレプラン」が
継続されたとしても、おそらく出生率低下は止まることはないだろう。
いま求められているのは労働時間規制の強化、不安定就労の解消、能力主義的管理にもとづ
く労働者の効率的活用の規制を含んだ労働者の権利と生活時聞を守る労働政策と結合した「子
育て支援」政策である。また、「子育て困難問題」の性格から明らかなように孤立型子育てか
ら自律的な子育てに脱却するうえでは、地域社会を基盤にした「子育て支援」の専門家と地域
住民の共同の取り組みが不可欠である。社会的規制の強化と地域福祉の展開が「子育て支援」
の実効性を担保すると考えられる。(なお、本稿は、平成7年度{弗教大学特別研究費助成の成
果の一部である。)
位
(1) 厚生省監修『平成10年版厚生白書 少子社会を考える一子どもを産み育てることに「夢」を持て
る社会を 』ぎょうせい、 1998年、
(2) ある厚生官僚は、エンゼルプランが策定された背景には近年の著しい出生率低下傾向への危機感
にあり、少子化に対応した政策であるとしている。粥川正敏「エンゼルプランJ (r都市問題研
究」第542号、 1996年2月、都市問題研究会)を参照。
(3) 文部省、厚生省、労働省、建設省4大臣合意「今後の子育て支援のための施策の基本的方向につ
いて:エンゼルプランJ 1994年12月16日
(4) 柏女霊峰『児童福祉改革と実施体制」ミネルヴァ書房、 1997年、 72ページ
(5) 中央児童福祉審議会基本問題部会報告「少子社会にふさわしい保育システム(中間報告)J1996年
12月3日O なお、同部会は保育施策、要保護児童施策、母子家庭施策のみつつを検討の対象とし
ているが、「中間報告」は保育施策に絞ってまとめられたものである。
(6) 少子社会にふさわしい保育システム(中間報告)J と保育所措置制度の改革については、拙稿
「保育所措置制度の再検討J (f福祉と文化』花田順信教授の古希を記念する会、 1998年)で批判
-147一
政策的視点からみた「子育て支援」と地域におけるその展開(岡崎祐司)
的検討を行った。
(7) 法律論の立場から児童福祉法改訂をどう解釈するかについては、秋元美世「保育制度改革と児童
福祉法の改正J (r法律時報』第69巻第8号、日本評論社)、田村和之「保育所制度改革案の問題点
児童福祉法改正案についてJ (F保育情報』第243号、 1997年5月、保育研究所)を参照。
(8) 例えば、 1997年9月の全国児童福祉主管課長会議において横田児童家庭局長は、今回の制度改正
は入所方式を従来の措置方式から利用契約方式に変えた、これまでの行政管理型の画一的な保育
所制度から利用主導型の柔軟で多様な保育制度への転換をめざしたもので、金融ピックパンにも
比すべき一大転換をなす、と発言している。しかし、利用契約方式になったというのは明らかに
法改訂の中身から逸脱した発言である。同じ会議で小林保育課長は、「保育に欠ける児童」を養育
する利用者の方々の意向を最大限尊重し、保育の実施責任は市町村に引き続きお願いする、と発
言しており、旧法の文言のまま対象を設定し、引き続き市町村が保育の責任をもつこと説明して
いる。同じ会議で招集者側の説明が全く異なっている。なお発言の要旨は、『保育情報』第249号、
1997年1月、保育研究所からの引用。
(9) 筆者とは課題の設定が異なるが、山本肇『少子亡国論』かんき出版、 1998年は厚生省の姿勢は民
活論に終わり、少子問題への対応に疑問があることを指摘している。
ω) 経済企画庁編『平成9年版国民生活白書』大蔵省印刷局、 1997年
(1) 川口和子"日本的経営」の展開における女性労働J (牧野富夫監修、労働運動総合研究所編 f，日
本的経営」の変遷と労使関係」新日本出版社、 1998年)、 p.229~p.231
日2) 桜井絹江「労働基準・労働市場の規制緩和と女性労働者J (加藤佑治、内山昂監修、労働運動総合
研究所編『規制緩和と雇用・失業問題』新日本出版社、 1997年)、 p.135~p.137
ω) 失業率は最新のデータでも以前最悪を更新している。 1998年8月の完全失業率は4.3%であり、男
性の全体は4.4%、女性は4.3%、15歳-24歳では男性が8.5%、女性が6. 8 %、 25歳-34歳で男
性が4.4%、女性が7.0%、35歳 44歳で男性が2.8%、女性が3.5%である。有効求人倍率は0.5倍
で前月と同じで過去最低が続いている。(日本経済新聞、 1998年10月2日付夕刊)
凶桜井絹江「前掲」、 p.139
(15) 藤田実 '90年代不況化の労働時間の弾力化J (労働運動総合研究所労働時間問題研究部会編『変形
時間・長時間・深夜労働 労働時間と規制緩和一』学習の友社、 1998年、 p.92~p.103
。砂 川旧和子『雇用における男女平等とは』新日本出版社、 1997年、 p.116~p.123
仕7) 横山寿一「家族の福祉と人開発達型ライフスタイルJ (成瀬龍夫、小沢修司編『家族の経済学」青
木書!吉、 1985年)、 p.147
(18) 子育て困難家庭の実態については、高砂洋子「家族・子どもの福祉を支える保育所の役割J (f大
阪の保育研究』大阪保育研究所、第6号、 1997年、)および、高砂「子育て困難家庭を見守って
保育所からの報告J (f福祉のひろば』総合社会福祉研究所、特集76号、 1998年)を参照。
(19) 以下については、二宮厚美、杉山隆一監修、吹田の子ども総合政策づくり専門委員会編『地域か
らつくる子育てネットワーク 児童福祉法改正と吹田の子ども総合政策』自治体研究社、 1997年
における政策提起を踏まえたものである。
148-
(おかぎき ゅうじ:社会福祉学科助教授)
1998年10月14日受理
